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本資料の目的 

1. 本資料は、第 577回企業会計基準委員会（2026年 5月 28日開催）において、金融資産の

減損に関する公開草案に寄せられた主なコメントとその対応案（以下「コメント対応表」

という。）について聞かれた意見をまとめたものである。 

 

聞かれた意見 

（実効金利法を採用しているときの売却原価の算定方法（コメント対応表8.19）に関する意

見） 

2. 実効金利法を採用している場合の売却原価の算定方法について、先入先出法に限定した

場合、企業の投資管理の実務に必ずしも必要ない制約が生じる懸念があること、及び IFRS

会計基準では先入先出法のみに限定する定めはないことから、実効金利法を採用してい

るときの売却原価の算定についての定めを削除する案 2に賛成する。 

3. 金融機関のポートフォリオ管理の手法は様々であり、金融商品は時価の変動が大きい傾

向にあることから、移動平均法の方が経済実態をより的確に表していると考えられ、案 2

を支持する。 

4. 敢えて先入先出法に限定する必要はないとの考えから、案 2を支持する。 

5. 案 2 に対して異論はないものの、売却原価の算定方法は、金融資産の減損とは関連しな

い論点であると考える。この点、コメントを受けて売却原価の算定方法を変更すること

がデュー・プロセスの観点において問題を生じさせないか確認したい。 

6. 当該コメントは、償却原価法として実効金利法を採用している場合に先入先出法による

売却原価の算定を適用することに関する実務上の懸念であると理解している。この点、

IFRS会計基準との整合性を踏まえると、移管指針公開草案第 17号（移管指針第 9号の改

正案）「金融商品会計に関する実務指針（案）」第 71項の売却原価の算定方法について

の定めによって実務が制約される弊害が生じると考える。したがって、案 2 の方向性が

適切と考える。 
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（その他の事項に関する意見） 

7. コメント対応表 8.24)の予想信用損失モデルの導入が財務報告の情報の質をどのように

向上させるのかについて明確に記載することを求めるコメントに対し、会計基準の開発

に着手することの審議においては国際的な整合性を図る観点から金融資産の減損の開発

に着手することとしているため、特段の対応は行わないというコメント対応案が示され

ている。この点、コメントに一定の対応を行うことにより、会計基準の改正の目的を明確

にすることができると考える。例えば、IFRS 会計基準の結論の根拠に記載されている予

想信用損失のより適時の認識などの予想信用損失モデルの導入による効果を記載するこ

とにより、財務情報の質の向上について間接的に記載することが考えられる。 

 

以 上 


